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論文の内容の要旨
　本研究は，過度に富栄養化した河川や水路の水質改善のために，水生植物の生産力を利用して河川系から栄養
塩を効率的に除去するための数理モデルの開発を行ったものである。モデルは水生生物の最大維持収量（Maximum
Sustanab1eYie1d：MSY）の概念に基づいて作成され，タイの富栄養化河川・水路を対象として水生植物（ホテイ
ア才イ）のMSYを維持する余剰収穫（s岬1ush班vest）政策を取ることによる水質改善効果の試算を行った。さ
らに，収穫した水生植物の利用方法とその環境改善への効果について議論を行っている。
　本論文は5章から構成されている。
　第1章では，タイ国における富栄養化問題について，特に，発展途上国の面汚染源の増加に対する技術的対策
に限界があることにかんがみ，タイ国の河川で繁茂している水生生物の機能を利用した環境修復対策について議
論し，研究の目的と意義について述べている。
　第2章では，水生植物（ホテイアオイ）のMSYを維持する二つの余剰生産収穫モデル（s岬1usproducti帆hamest
mOde1）モデル，すなわち，乾期に用いる閉鎖型水域のモデルIと，雨期で流れのある開放型水域に適用するモデ
ル巫を，水生植物（ホテイアオイ）の生物機能の実験データを援用して構築している。これらのモデルを対象河
川である丁虹chin川に適用し，河川系からの栄養塩の除去量を推定している。また，両モデルの収穫量および栄
養塩除去量を比較して，余剰生産・収穫モデルの作成上での留意点や利用条件などについて論じている。
　第3章では，大都市内の水路ネットワークの富栄養化管理に水生植物を利用する方式について，水路の富栄養
化の程度に対応した簡易モデルを作成し，比較的容易な収穫管理政策を検討している。タイ国の首都であるバン
コクを対象地域として，全体の水路を生活の居住区分や負荷量に対応したゾーニングによる水生植物の栽培管理
方式を導入し，その効果を議論している。
　第4章では，収穫した水生植物（ホテイアオイ）の利用方法（固形燃料化）による環境改善の可能性とその効
果を議論している。すなわち，収穫したホテイアオイの様々な利用方法のひとつとして，固形燃料化プロジェク
トの可能性を議論し，マングローブ林の間接的な保護としての便益を推算し，前章までの水生植物の栄養塩除去
による水質改善の便益も含めたトータルの費用と効果の分析が必要であることを議論している。
　第5章では，作成した数理モデルおよび適用した対象水域での結果をまとめて，開発途上国における水生植物
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を自然浄化に応用した場合の便益を検討して，収穫した植物を再生可能資源として利用可能な条件及び環境資源
保全に対する貢献の可能性を述べている。
審査の結果の要旨
　本研究は，タイ国の河川系に代表されるような富栄養化による水質汚染の深刻化に対して，水生植物の環境修
復能力を利用した水質改善施策の有効性を検証するために，植物の最大維持収量の概念による数理モデルを発展
させて，定量的，かつ，実証的に研究できる手法を提案したものある。提案された数理モデルによる収穫管理政
策の運用面での検討がなされていない欠点はあるが，近代工業国で採用されている大規模下水処理場施設に対し
て，発展途上国における面汚染源対策への適正技術の一つとして，費用と効果の面からの分析も含めて，有益な
貢献であり，著者の実証分析における力量を示している。
　よって，著者は博士（都市・環境システム）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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